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独立行政法人農林漁業信用基金 農業信用保険勘定

貸借対照表
平成25年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 10,979,602,490
有価証券 13,599,685,259
前払費用 2,833,345
未収収益 101,081,468
未収金 893,485,696
短期貸付金 24,976,430,000
その他の流動資産 886,560

流動資産合計 50,554,004,818
Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産
建物 215,708,272

減価償却累計額 △ 111,939,875 103,768,397
構築物 1,695,970

減価償却累計額 △ 760,475 935,495
車両運搬具 1,280,869

減価償却累計額 △ 593,588 687,281
工具器具備品 26,577,655

減価償却累計額 △ 10,269,587 16,308,068
土地 663,000,000

        有形固定資産合計 784,699,241
２ 無形固定資産

ソフトウェア 96,674,049
電話加入権 169,000

        無形固定資産合計 96,843,049
３ 投資その他の資産

投資有価証券 29,294,117,547
長期貸付金 24,479,640,000

        投資その他の資産合計 53,773,757,547
固定資産合計 54,655,299,837

105,209,304,655
（負債の部）
Ⅰ 流動負債

預り金 6,593,017
  未払費用 7,640,774

引当金
賞与引当金 26,042,537

政府事業交付金 9,616,182,363
支払備金 1,106,917,089

流動負債合計 10,763,375,780
Ⅱ 固定負債

引当金
退職給付引当金 997,365,562

  責任準備金 2,278,396,471
固定負債合計 3,275,762,033

14,039,137,813
（純資産の部）
Ⅰ 資本金

政府出資金 47,409,000,000
民間出資金 20,238,700,000

資本金合計 67,647,700,000
Ⅱ 資本剰余金

政府交付金 11,501,525,279
特別出えん金 19,000,000

資本剰余金合計 11,520,525,279
Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 2,733,600,203
積立金 6,571,252,867
当期未処分利益 2,697,088,493
（うち当期総利益） (2,697,088,493)

利益剰余金合計 12,001,941,563
91,170,166,842

105,209,304,655負債純資産合計

科 目 金 額

資産合計

負債合計

純資産合計
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業信用保険勘定

損益計算書

自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日 （単位：円）

経常費用

事業費

保険事業費

保険金 4,627,700,089

求償権管理回収助成 27,884,000

支払備金繰入 283,652,579

      事業費合計 4,939,236,668

一般管理費

役員報酬 43,971,924

職員給与 268,276,624

法定福利費 39,150,654

調査研究費 21,000

保険計算事務費 5,805,441

事業推進費 78,592,844

業務管理費 6,281,232

事務諸費 63,848,944

賞与引当金繰入 26,042,537

退職給付引当金繰入 101,974,970

減価償却費 47,215,359

      一般管理費合計 681,181,529

財務費用

支払利息 193,529

有価証券売却損 39,015,000

      財務費用合計 39,208,529

経常費用合計 5,659,626,726

経常収益

事業収入

保険事業収入

保険料収入 3,531,858,407

回収金収入 2,908,258,020

政府事業交付金収入 1,156,202,737

責任準備金戻入 194,634,363 7,790,953,527

貸付事業収入

貸付金利息 11,899,743

      事業収入合計 7,802,853,270

財務収益

受取利息 1,252,258

有価証券利息 546,376,648

財務収益合計 547,628,906

雑益 6,627,796

経常収益合計 8,357,109,972

経常利益 2,697,483,246

臨時損失

固定資産除却損 394,753

臨時損失合計 394,753

当期純利益 2,697,088,493

当期総利益 2,697,088,493

科 目 金 額
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業信用保険勘定

キャッシュ・フロー計算書

自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

保険料収入 3,556,674,810

回収金収入 2,910,148,828

貸付金利息収入 13,139,654

貸付金の回収による収入 25,450,490,000

その他の業務収入 13,902,421

保険金の支払による支出 △ 4,627,700,089

貸付による支出 △ 25,231,640,000

人件費支出 △ 353,531,513

その他の業務支出 △ 247,025,728

政府事業交付金収入 963,816,000

小計 2,448,274,383

利息の受取額 554,878,785

利息の支払額 △ 193,529

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,002,959,639

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 37,320,000,000

有価証券の償還による収入 34,470,000,000

有価証券の売却による収入 260,985,000

有形固定資産の取得による支出 △ 2,017,006

無形固定資産の取得による支出 △ 2,310,595

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,593,342,601

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 52,339,336

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 52,339,336

Ⅳ 資金増加額 357,277,702

Ⅴ 資金期首残高 10,622,324,788

Ⅵ 資金期末残高 10,979,602,490

科 目 金 額

-3-



独立行政法人農林漁業信用基金 農業信用保険勘定

利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 2,697,088,493

2,697,088,493

Ⅱ 積立金振替額 2,733,600,203

前中期目標期間繰越積立金 2,733,600,203

Ⅲ 利益処分額 5,430,688,696

積立金 5,430,688,696

当期総利益

科 目 金 額
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業信用保険勘定

行政サービス実施コスト計算書
自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日 （単位：円）

Ⅰ 業務費用

    (1) 損益計算書上の費用

事業費

保険事業費

保険金 4,627,700,089

求償権管理回収助成 27,884,000

支払備金繰入 283,652,579 4,939,236,668

一般管理費

役員報酬 43,971,924

職員給与 268,276,624

法定福利費 39,150,654

調査研究費 21,000

保険計算事務費 5,805,441

事業推進費 78,592,844

業務管理費 6,281,232

事務諸費 63,848,944

賞与引当金繰入 26,042,537

退職給付引当金繰入 101,974,970

減価償却費 47,215,359 681,181,529

財務費用

支払利息 193,529

有価証券売却損 39,015,000 39,208,529

臨時損失

固定資産除却損 394,753

    (2) （控除）自己収入等

事業収入

保険事業収入

保険料収入 △ 3,531,858,407 

回収金収入 △ 2,908,258,020 

責任準備金戻入 △ 194,634,363 

貸付事業収入

貸付金利息 △ 11,899,743 △ 6,646,650,533 

財務収益

受取利息 △ 1,252,258 

有価証券利息 △ 546,376,648 △ 547,628,906 

雑益 △ 6,627,796 

業務費用合計 △ 1,540,885,756 

Ⅱ 引当外退職給付増加見積額 2,543,383

Ⅲ 機会費用

政府出資等の機会費用 329,898,942 329,898,942

Ⅳ 行政サービス実施コスト △ 1,208,443,431 

（注）国民一人当たりの行政サービス実施コスト △9.4円

※平成22年国勢調査の確定人口 128,057,352人（平成23年10月27日官報告示）を用いて算出

科 目 金 額
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重要な会計方針

１．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 8年 ～ 50年

構 築 物 16年 ～ 22年

車 両 運 搬 具 6年

工具器具備品 5年 ～ 8年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

２．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に負担すべ

き額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生年度における職員の平均残存勤務期間内の一定

年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

なお、当基金は職員数３００人未満につき、退職給付債務のうち、退職一時金に係る債

務については、自己都合退職による期末要支給額によっております。

３．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２５年３月末利回りを参考に０．５６０％で計算しております。

５．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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６．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

７．その他の重要な事項

(1) 支払備金

翌年度の保険金支払い等に備えるため、「独立行政法人農林漁業信用基金の農業信用保

険業務、林業信用保証業務及び漁業信用保険業務に係る財務及び会計に関する省令（平成

15年財務省・農林水産省令第５号）」第12条の規定により、期末における保険金支払い等

をする義務があると認められる金額を計上しております。

(2) 責任準備金

翌年度以降の保険金支払いに充てるなど保険契約上の責任遂行に備えるため、「独立行

政法人農林漁業信用基金の農業信用保険業務、林業信用保証業務及び漁業信用保険業務に

係る会計規程（平成15年独信基（102）第58号）」第27条の規定により、毎事業年度末にお

いて、計算した金額を計上しております。

（責任準備金の計算方法）

○ 純保険料法と簡便な未経過保険料法を併せた方式

責任準備金として積み立てるべき金額は、将来の保険金に対し、将来の保険料が不

足する金額であることから、リスクが変動する期間中は純保険料法とし、安定後は、

未経過保険料法の簡便的な方式を併せたものとする。

※ 純保険料法とは、引受後数年間はリスク（事故率）が変動し、一定の期間経過後

はリスクが安定することから、リスクが変動する期間は、将来の保険金見込額から

将来の保険料見込額を差し引いて計算する方法。

※ 未経過保険料法とは、収入した保険料を保険始期から責任準備金の計算基準日ま

での経過期間と計算基準日から保険終期までの未経過期間で按分する方法。

注記事項

１．キャッシュ・フロー計算書関係

(1) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金及び要求払預金

(2) 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 ………………… 10,979,602,490円

資金 ………………………… 10,979,602,490円

２．行政サービス実施コスト計算書関係

引当外退職給付増加見積額の計上方法

国からの出向職員に対しては、当期在職期間における退職手当の増加額を計上しており

ます。
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３．採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、役員については役員退職手当支給規程、職員については職員退

職手当支給規程による退職一時金制度を、また、役員及び職員に対して厚生年金基金制度を

設けております。

(1) 退職給付債務

退職給付債務

役員の退職一時金（簡便法） 10,971,326円

職員の退職一時金（簡便法） 432,992,821円

厚生年金基金（原則法） 1,081,269,234円

退職給付債務 計 1,525,233,381円

未認識数理計算上の差異 △ 110,468,141円

年金資産（厚生年金基金） △ 417,399,678円

退職給付引当金 997,365,562円

(2) 退職給付費用

勤務費用

役員の退職一時金（簡便法） 1,797,449円

職員の退職一時金（簡便法） 27,968,041円

厚生年金基金 11,287,966円

勤務費用 計 41,053,456円

利息費用 9,181,600円

期待運用収益 △ 7,767,800円

未認識数理計算上の差異（費用）の処理額 67,096,674円

従業員拠出額 △ 7,588,960円

合計 101,974,970円

(3) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項（厚生年金基金のみ対象）

ア 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

イ 割引率 １．０％

ウ 期待運用収益率 ２．０％

エ 未認識数理計算上の差異の処理年数 発生の翌事業年度から定額法により処理（５年）

４．減損損失

（減損を認識した固定資産）

(1) 減損を認識した固定資産の種類、帳簿価額等の概要

種 類 １回線当たり帳簿価額 回 線 数 帳簿価額

電話加入権 13,000円 13回線 169,000円

(2) 減損の認識に至った経緯

市場価格が下落している状況にあるため。

(3) 損益計算書における計上金額

帳簿価額が回収可能サービス価額を上回らないため、減損額は計上しません。

(4) 回収可能サービス価額の概要

ＮＴＴ東日本の公定価格37,800円（１回線当たり）を再調達価額とした使用価値相当額
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が正味売却価額（26千円）を上回るため、使用価値相当額（491千円）を回収可能サービ

ス価額としました。

（減損の兆候のある固定資産）

農業信用保険勘定の保有する職員宿舎については、独立行政法人の職員宿舎の見直しに関す

る実施計画（平成24年12月14日行政改革担当大臣決定）等を踏まえ、第３期中期目標期間中に

廃止することとしているため、減損の兆候が認められます。

当該宿舎の使用しなくなる日における回収可能サービス価額及び減損額の見込額について

は、廃止の時期が未定のため、記載しておりません。なお、使用しなくなる日における帳簿価

額の見込額については、平成24年度末の帳簿価額を記載しております。

５．金融商品関係

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

農業信用保険勘定は、農業者の経営に必要な資金の融通を円滑にし、農業の振興を図る

ため、保険の信用補完業務と貸付業務を実施しております。これらの業務を実施するため、

政府及び政府以外の者から出資を受入れております。

当勘定が保有する有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、譲渡性預

金、公債及び安全性の高い社債で運用し、株式等は保有しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク

当勘定が保有する金融資産は、主として貸付金や有価証券であります。

貸付金は、農業信用基金協会に対する貸付金であることから、契約不履行によってもた

らされる信用リスクは僅少であります。有価証券は、譲渡性預金及び債券であり、満期保

有目的で保有しております。これらは、発行体の信用リスクや金利の変動リスクに晒され

ております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

ア 信用リスクの管理

当基金は、毎事業年度末日において保有する資産について、資産査定を実施しており

ます。当基金の資産査定実施要領に従い、担当部署において資産査定の案を作成し、監

理室においてこれを検証し、資産査定の案及び検証結果を踏まえて、理事長が決定する

こととしております。

貸付金については、資産査定において貸付先の財務状況等により返済能力を判断して

おります。

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資産査定の他に、余裕金運用管理要領に

従い、格付けや時価の把握を定期的に行い、関係者に報告するとともに、定期的に余裕

金運用委員会を開催し、審議・報告を行っております。

イ 市場リスクの管理

帳簿価額の
見込額

 回収可能サービス
 価額の見込額

減損額の
見込額

土地 127,000,000 円 － －

建物 36,587,185 円 － －

使用しなくなる日における価値

名称 用途 種類 場所
使用しなくなる日

（予定）

みどり寮 住居用のもの
東京都練馬区
豊玉北

具体的な時期は未定
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貸付金の利率については、主務大臣より認可された業務方法書等により定められた方

法により利率を決定しております。

有価証券の運用利回りや含み損益の状況については、余裕金運用管理要領に従い、定

期的に関係者に報告するとともに、著しい変動があった場合には余裕金運用委員会で対

応措置を検討しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

（単位：百万円）

貸借対照表 時価（＊） 差額（＊）

計上額（＊）

(1) 現金及び預金 10,979 10,979 －

(2) 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券等 42,893 44,562 1,668

(3) 短期貸付金及び長期貸付金 49,456

貸倒引当金 －

49,456 49,456 0

（＊）単位未満を切り捨てて記載しております。

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(2) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、債券は取引所の価格によっております。また、譲渡性預金

については短期間（１年以内）で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。

(3) 短期貸付金及び長期貸付金

短期貸付金については短期間（１年以内）で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想

定される利率で割り引いて時価を算定しております。
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重要な債務負担行為

該当する事項はありません。

重要な後発事象

該当する事項はありません。

その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

農業融資資金業務については、「平成23年度決算検査報告」（平成24年11月２日会計検査院

から国会及び内閣宛て報告）を踏まえ、農業信用基金協会がその機能を十分に発揮できること

を前提としてもなお不要と見込まれると指摘された額（12,383百万円）について、農業信用基

金協会の業務運営への影響を考慮しつつ、平成25年12月までに国庫納付することとしておりま

す。
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業信用保険勘定

附属明細書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

（単位：円）

減価償却累計額

計

計

計

計

計

計

（注）１．投資その他の資産以外については、自己収入による財源で取得しております。

２．投資有価証券の当期増加額は、満期保有目的債券の新規取得 1,700,000,000円、償却原価法による増加額 1,848,663円であり、当期減少額は、流動資産（有価証券）への

振替額 1,999,685,259円、独立行政法人会計基準注解23の(2)に基づく売却 300,000,000円であります。

３．長期貸付金の当期増加額は、新規貸付額 24,479,640,000円であり、当期減少額は、流動資産（短期貸付金）への振替額 24,656,910,000円であります。

２．有価証券の明細

 (1) 流動資産として計上された有価証券

（単位：円）

該当なし

計

大阪府第261回公募公債

政府保証債

第831回公営企業金融公庫債

第834回公営企業金融公庫債

第2回農林漁業金融公庫債

第2回沖縄振興開発金融公庫債

第341回東京交通債

第5回阪神高速道路債

第10回都市基盤整備公団債

第38回三菱商事債

第4回三井住友海上火災保険債

譲渡性預金

計

計 上 額 合 計
貸 借 対 照 表

社債

2,017,006

－               

11,600,000,000

－                         

166,104,880

1,280,869        

満 期 保 有

有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

26,956,595,259

24,479,640,000

911,905,307

工 具 器 具 備 品

13,599,685,259

目 的 債 券

－                         

売 買 目 的

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産 －               

－               －               

土 地

長 期 貸 付 金

29,891,954,143

163,794,285

2,017,006

54,548,864,143

取得価額

2,310,595        

24,656,910,000

種類及び銘柄

銘 柄 取得価額

－                         

－               

908,262,766

非 償 却 資 産

有 形 固 定 資 産

－               

24,479,640,000

－                         

券面総額

200,000,000

99,983,500

32,747,101

－               

169,000

29,294,117,547

96,674,049

－               

ソ フ ト ウ ェ ア

－               

593,588 687,281

784,699,241

貸借対照表計上額

1,695,970構 築 物

車 両 運 搬 具

－               

69,261,831

当期減少額
当期償却額

－               

－               

663,000,000－               

－               

123,563,525 14,468,258

－               

5,659,547        

－               

663,000,000

26,577,655

1,695,970

29,294,117,547

165,935,880

24,656,910,000

2,299,685,2591,701,848,663

2,310,595        

－               

－               

215,708,272

935,495

69,261,831

11,600,000,000

－                         

摘 要

摘 要
当期費用に含まれた

評価差額

当期損益に含まれた
評価損益

差 引 当 期 末
摘 要

残 高

103,768,397

935,495

687,281

663,000,000

199,983,058

100,000,000

96,843,04932,747,101

4,504,560

貸借対照表計上額

53,773,757,547

－                         －                         

－                         199,997,024

－                         

13,599,685,259

－               

期首残高 期末残高当期増加額

111,939,875

－               

－               

5,659,547        2,017,006

663,000,000

169,000

24,479,640,000

192,515

760,475

123,563,525245,262,766

663,000,000 －               

－               

169,000

163,625,285

有 形 固 定 資 産
合 計

26,181,488,663

－               

時 価

－                         

100,000,00099,780,000

13,595,642,000

－               

1,695,970

199,940,000

30,220,196

地方債

5,659,547        

－               

資産の種類

有 形 固 定 資 産
（ 償 却 費 損 益 内 ）

30,220,196 2,017,006

（ 償 却 費 損 益 外 ）

－               

－               －               

－               

－               

建 物

建 物 215,708,272

構 築 物

該 当 な し

車 両 運 搬 具

－               －               

－               

1,695,970

－               

663,000,000

663,000,000

－               －               －               

－               －               

215,708,272

1,280,869        

土 地

248,905,307

－               

－               

215,708,272

663,000,000

－               

－               －               

14,468,258

10,269,587

9,691,133

80,050

－               

－               

593,588

663,000,000－               

192,515

9,691,133111,939,875

760,475 80,050

121,699,241

10,269,587 16,308,068

103,768,397

16,308,068

－               

26,577,655

1,280,869

1,280,869

4,504,560

－               

53,773,757,547

198,700,000 200,000,000 199,935,538

198,500,000 200,000,000 199,900,825

199,200,000 200,000,000 199,940,495

－                         

－                         

－                         

99,994,000

200,000,000

99,940,000

100,000,000 100,000,000

499,750,000 499,950,819

11,600,000,000

200,000,000

－                         

5,659,547        工 具 器 具 備 品

500,000,000

－                         

－                         

特別の法律により法人の発行する債券

－                         

－                         

－                         

199,832,000

－                         

13,600,000,000

200,000,000200,000,000

100,000,000
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 (2) 投資その他の資産として計上された有価証券

（単位：円）

地方債

政府保証債

第10回公営企業金融公庫債

第13回公営企業金融公庫債

－     

第10回農林漁業金融公庫債

第21回国際協力銀行債

第2回都市再生債

第8回都市再生債

第11回都市再生債

第30回都市再生債

第39回都市再生債

第24回日本政策投資銀行債

第14回福祉医療機構債

第29回福祉医療機構債

第2回森林総合研究所債

第38回関西国際空港債

第3回成田国際空港債

第11回成田国際空港債

第5回中日本高速道路債

第45回中日本高速道路債

第11回東京地下鉄債

第4号商工債

第7号商工債

社債

第446回関西電力債

第335回中国電力債

第287回北陸電力債

第393回九州電力債

100,000,000

199,980,000

－               

199,860,000

99,990,000

100,000,000

－               

－               

－               

200,000,000

種類及び銘柄

500,000,000

300,000,000

100,000,000

200,000,000

299,970,000

500,000,000

第39回地方公共団体金融機構債

第43回地方公共団体金融機構債

299,929,340

199,940,993

199,983,141

199,970,910

平成22年度第1回福岡県公募公債

第104回共同発行市場公募地方債

平成21年度第6回北海道公募公債

平成21年度第14回北海道公募公債

券面総額

200,000,000

299,910,000

第3回地方公共団体金融機構債

499,650,000

299,970,000 300,000,000

100,000,000

500,000,000

500,000,000

499,910,745

目 的 債 券

99,930,000

199,925,000

99,993,802

299,987,356

99,990,000

300,000,000 300,000,000

満 期 保 有

299,970,000

300,000,000

299,730,000

300,000,000

300,000,000

299,970,000

第10回日本高速道路保有・債務返済
機構債

397,768,000 400,000,000 398,579,635

300,000,000

99,973,530

499,428,099

299,583,099

第21回地方公共団体金融機構債

300,000,000

299,910,000

299,905,500

199,900,000

第45回鉄道建設・運輸施設整備支援
機構債

199,997,480

500,000,000

特別の法律により法人の発行する債券

299,730,000

500,000,000

299,970,000

－               

－               

－               

－               

－               

－               

300,000,000

500,000,000

当 期 費 用 に

－               

－               

評 価 差 額

－               

－               

－               

Ｆ66回地方公共団体金融機構債

含 ま れ た

－               

499,555,000

299,910,000

－               

第332回大阪府公募公債

第347回大阪府公募公債

500,000,000

平成22年度第4回北海道公募公債

平成22年度第2回新潟県公募公債

平成18年度第5回兵庫県公募公債

平成18年度第10回兵庫県公募公債

300,000,000 300,000,000

499,654,297

第54回大阪府公募公債

300,000,000

198,346,000

200,000,000

499,699,426

300,000,000

300,000,000

－               

－               

300,000,000

300,000,000

200,000,000

499,035,000

貸借対照表計上額取得価額

300,000,000

500,000,000

499,550,000

399,400,000

299,910,000

500,000,000

第15回日本高速道路保有・債務返済
機構債

第21回鉄道建設・運輸施設整備支援
機構債

第10回鉄道建設・運輸施設整備支援
機構債

第49回鉄道建設・運輸施設整備支援
機構債

500,000,000

300,000,000

300,000,000

変動利付(CMS型)第1回公営企業債

199,960,000

200,000,000

500,000,000 499,833,613

300,000,000

400,000,000

500,000,000

300,000,000

500,000,000

－               

－               

－               

－               

－               

－               

100,000,000

300,000,000

500,000,000 －               

－               

－               

－               

－               

500,000,000

摘 要

300,000,000

299,979,408

499,700,000

199,880,000

－               

99,996,470

499,892,149

300,000,000 －               

299,983,361

100,000,000

299,880,000

300,000,000

499,886,250

299,970,750

300,000,000

300,000,000 －               

300,000,000

300,000,000

200,000,000

－               

500,000,000

－               

－               

300,000,000

299,880,000

200,000,000

500,000,000

100,000,000

－               

300,000,000

－               

299,992,500

－               

200,000,000

－               

200,000,000 200,000,000

500,000,000 500,000,000

－               

300,000,000

300,000,000

300,000,000

200,000,000

－               

－               

499,700,000

299,469,000

－               

－               

－               

－               

－               

300,000,000

299,935,290

499,850,000

200,000,000

100,000,000

500,000,000

100,000,000

300,000,000

399,923,729

500,000,000

500,000,000

200,000,000

299,966,528

199,466,892

499,676,446

499,135,000

199,920,000

200,000,000

政府保証第344回道路債

－               

199,980,164

200,000,000

平成22年度第12回北海道公募公債

平成18年度第7回兵庫県公募公債

300,000,000

300,000,000

－               
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（単位：円）

第7回日本ハム債

第9回日本ハム債

第28回東レ債

第4回クラレ債

第9回日本製紙グループ本社債

第27回住友化学債

第32回住友化学債

第34回住友化学債

第43回住友化学債

第37回三菱化学債

第8回日立化成工業債

第9回日立化成工業債

第64回新日本製鐵債

第52回神戸製鋼所債

第14回日立製作所債

第15回豊田自動織機債

第8回トヨタ自動車債

第10回トヨタ自動車債

第2回大日本印刷債

第82回東日本旅客鉄道債

第27回西日本旅客鉄道債

第60回小田急電鉄債

第36回西日本鉄道債

第56回近畿日本鉄道債

第41回名古屋鉄道債

第43回伊藤忠商事債

第44回伊藤忠商事債

第45回伊藤忠商事債

第46回伊藤忠商事債

第50回三井物産債

第51回三井物産債

第59回三井物産債

第28回住友商事債

第56回三菱商事債

第66回三菱商事債

第14回イオン債

第83回三菱東京ＵＦＪ銀行債

第87回三菱東京ＵＦＪ銀行債

第13回広島銀行債

第25回ＮＴＴデータ債

第9回ＫＤＤＩ債

第7回オリエンタルランド債

第30回電源開発債

第20回大阪瓦斯債

計

該当なし

計

該当なし

計

評 価 差 額

－               

摘 要

－               

－               

取得価額
当 期 費 用 に

－                         

－               

300,000,000

200,000,000

－               

300,000,000

199,974,214

300,000,000 300,000,000

100,000,000

300,000,000

100,000,000 100,000,000

貸借対照表計上額

300,000,000 300,000,000

－               

－               

599,214,000

200,000,000

300,000,000

300,000,000

－               

評 価 差 額

そ の 他
含 ま れ た

499,700,000 500,000,000

29,294,117,547

－               

純資産に持分割合を乗じた価額

－                         

－               

評 価 差 額

300,000,000

－                         

－                         

－                         

300,000,000

－               

－             

－             

－               

時 価
評 価 差 額

499,790,000

－                         －               

－                         

有 価 証 券

－                         －               

－               －                         

貸借対照表計上額

200,000,000

29,287,402,000 29,300,000,000

貸借対照表計上額

－                         

当 期 費 用 に
含 ま れ た

300,000,000

100,000,000

100,000,000

100,000,000

券面総額

300,000,000

300,000,000 300,000,000

300,000,000

300,000,000

100,000,000

300,000,000 300,000,000

300,000,000 300,000,000

299,730,000

199,940,000 200,000,000

300,000,000

100,000,000

200,000,000

199,881,318

200,000,000

199,940,000 200,000,000

200,000,000

300,000,000

種類及び銘柄 取得価額

－                         

－               

関 係 会 社 株 式

貸 借 対 照 表

そ の 他

銘柄

－               

29,294,117,547

摘要

300,000,000

400,000,000 400,000,000

200,000,000

満 期 保 有

500,000,000

99,980,000 100,000,000

100,000,000

100,000,000

300,000,000

199,900,000

300,000,000

500,000,000 500,000,000

700,000,000 700,000,000

300,000,000 －               

－               

－               

計 上 額 合 計

199,760,000

700,000,000

500,000,000

有 価 証 券

300,000,000

種類及び銘柄

－                         

200,000,000

600,000,000

300,000,000

300,000,000

299,866,850

第2回三菱ケミカルホールディング
ス債

300,000,000

第9回キリンホールディングス債

400,000,000

100,000,000

100,000,000100,000,000

取得価額

500,000,000

第22回みずほコーポレート銀行債

400,000,000

300,000,000

－               

200,000,000

500,000,000

200,000,000 200,000,000

100,000,000 100,000,000

－               

－               

－               

300,000,000

－               

－               

当 期 費 用 に

－               

－               

300,000,000

200,000,000

500,000,000

200,000,000 200,000,000

200,000,000 200,000,000

－               

200,000,000

－               

摘 要

－               

－               

含 ま れ た

－               

300,000,000

300,000,000

300,000,000

599,797,886

目 的 債 券

500,000,000

300,000,000

199,982,148

－               

－               

－               

200,000,000

199,976,034

300,000,000

199,974,790

－               

200,000,000

－               

99,988,404

300,000,000

100,000,000

－               

100,000,000

300,000,000

400,000,000

－               

－               

500,000,000

200,000,000

500,000,000

500,000,000

200,000,000

100,000,000

400,000,000

300,000,000

－               

500,000,000

100,000,000

500,000,000

200,000,000

－               

－               

500,000,000

300,000,000

300,000,000

300,000,000

－               500,000,000

300,000,000

100,000,000 －               

－               

－               

199,900,000

200,000,000

200,000,000 －               

－               

－               

－               

100,000,000100,000,000

100,000,000 100,000,000
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３．長期貸付金の明細

（単位：円）

関係会社長期貸付金 該当なし

その他の長期貸付金

長期資金

計

４．引当金の明細

（単位：円）

賞与引当金

計

５．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

（単位：円）

短期貸付金

一般債権

貸倒懸念債権

破産更生債権

長期貸付金

一般債権

貸倒懸念債権

破産更生債権

計

６．退職給付引当金の明細

（単位：円）

区 分

退職給付債務合計

退職一時金に係る債務

厚生年金基金に係る債務

整理資源負担金に係る債務

恩給負担金に係る債務

年金資産

退職給付引当金

７．資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

区 分

計

計

差引計

（注）１．政府出資金及び民間出資金について、独立行政法人農林漁業信用基金の農業信用保険業務、林業信用保証業務及び漁業信用保険業務に関する財務及び会計に関する省令

  （平成15年財務省・農林水産省令第５号。以下、「財会省令」という。）第４条第１項及び第２項の規定により農業保険資金及び農業融資資金に充てている金額は次のと

  おりであります。

政府出資金 農業保険資金 円 農業融資資金 円

民間出資金 農業保険資金 円

２．政府交付金について、財会省令附則第２条の規定により農業保険資金及び農業融資資金に充てている金額は次のとおりであります。

農業保険資金 円 農業融資資金 円

－                         －                         

－                         

－                         

118,478,036                

当期減少額

22,774,013

△ 110,468,141 

資 本 剰 余 金

－                         

26,546,576

－                     

－                         26,546,57626,042,537

－                    

－                         －                         

－                         

貸倒引当金の残高

－                         

－                     

24,976,430,000

－                         －                         －                         

－                         －                         －                         －                         

－                         －                         

摘 要

△ 228,946,177 

△ 388,376,747 

－                         

△ 39,065,067 △ 68,087,998 △ 417,399,678 

－                         －                         

1,535,487,529

－                         

49,456,070,000

443,964,147

－                         －                         

政 府 出 資 金

1,115,496,356 56,046,564

－                         －                    

－                    

26,042,537

－                    

－                    

－                         

－                         

期首残高

－                         

－                         －                         －                         －                         

－                         －                         －                    

－                    

26,546,576

24,656,910,000

摘要

－                         

24,656,910,000

目的使用

19,000,000                 －                         －                         19,000,000                 

－                         

11,501,525,279

期末残高

当期増加額

1,525,233,381

期末残高

419,991,173

△ 218,850,000 

摘要

5,792,516

△ 177,270,000 

期首残高期末残高

26,546,576

－                         －                         

－                         

－                         －                         

26,042,537

29,765,490

摘 要

1,081,269,234

24,479,640,000

当期増減額

－                         

－                         －                    

－                         

当期減少額

51,584,932

26,042,537

－                         －                         

期末残高

貸付金等の残高

24,479,640,000△ 177,270,000 

25,018,010,000 －                    

－                         

摘要期末残高

－                         －                         

期首残高

償却額

その他

期首残高 当期増加額

24,479,640,000

期末残高当期増加額

－                         

24,479,640,000 24,479,640,000

24,479,640,000

－                         

24,656,910,000

当期減少額

24,656,910,000

5,442,000,000 41,967,000,000

－                         

－                         

－                         

20,238,700,000

資 本 剰 余 金

資 本 金

24,656,910,000

11,520,525,279

11,501,525,279

当期減少額

61,839,080

回収額には短期貸付金
への振替額を計上

損 益 外 減 価 償 却 累 計 額

3,287,825,279 8,213,700,000

－                         

－                         －                         

67,647,700,000

20,238,700,000

11,520,525,279

特 別 出 え ん 金

47,409,000,000

当期増加額

政 府 交 付 金

997,365,562918,164,605

67,647,700,000

民 間 出 資 金

区 分

△ 41,580,000 

当期増減額

25,018,010,000

－                         

－                     －                         －                         －                         

－                         

21,819,442

未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異

－                         

20,238,700,000

－                     

期首残高

101,974,970 

49,674,920,000 －                         

△ 41,580,000 24,976,430,000

24,656,910,000

回収額

－                       

区 分

47,409,000,000

期首残高

区 分
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８．積立金の明細

（単位：円）

前中期目標期間繰越積立金

（注）通則法第44条第１項積立金の当期増加額は、23事業年度利益処分額であります。

９．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

(1) 補助金等の明細

（単位：円）

(2) 預り補助金等の明細

（単位：円）

（注）１．農業信用保証保険基盤安定事業交付金の収益計上額は、当期減少額 761,444,061円であり、保険金に充当しております。

２．家畜飼料費高騰対応農林漁業信用基金交付金の収益計上額は、当期減少額 350,310,432円であり、保険金に充当しております。

３．平成23年度第３次補正予算によるもので、収益計上額は、当期減少額 24,667,821円であり、保険金に充当しております。

４．平成24年度予算によるものであります。

10．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

（注）１．単位未満を切り捨てて記載しております。

２．支給額については、農業信用保険勘定の負担額を計上しております。

３．役員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金役員給与規程及び役員退職手当支給規程に定めております。

また、職員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金職員給与規程及び職員退職手当支給規程に定めております。

４．報酬又は給与の支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

５．(  )内は非常勤の職員を外数で記載し、支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

６．中期計画における人件費は、報酬又は給与、法定福利費並びに賞与引当金繰入又は退職給付引当金繰入であり、附属明細書における報酬又は給与は、

役員報酬、給与及び手当並びに賞与引当金の目的使用であり、退職手当は、退職一時金に係る退職給付引当金の目的使用であります。

７．なお、損益計算書に基づく支給額（及び支給人員）は、報酬又は給与にあっては、役員 43,971千円（9人）、職員 268,276千円（53人）及び非常勤職員

5,334千円（3人）、退職手当にあっては、役員 527千円（1人）、職員 5,265千円（1人）であります。

摘 要期末残高

9,616,182,3639,808,569,100 944,035,577 1,136,422,314

－        

区 分 当期増加額 当期減少額

農業経営復旧・復興対策特別保証事業交付金 656,460,000      －        －        －        

636,679,577

職 員

(－)              

62

15,308 3

(－)       

役 員

15,836

290,007

(5,341) (－)              

(5,341)
合 計

4

(－)       

区 分

1,136,422,314

区 分

計

支 給 額 支給人員 支 給 額

(－)              

2,512,959,590 －               

9,808,569,100 944,035,577

(3)

(3)

47,687

2,733,600,203

7,159,959,423

2,733,600,203

摘 要

2,144,893,647

期末残高

2,144,893,647 －               6,571,252,867 当期積立額

当期増加額 当期減少額

－               

－               

収 益 計 上

307,356,000

期首残高

684,320,333      －               

－        

農業信用保証保険基盤安定事業交付金

通則法第44条第１項積立金

当期交付額

9,304,853,070

－               

2,144,893,647

資本剰余金

4,426,359,220    

期首残高

注１

摘 要

－        －               

19,780,423       944,035,577

－        

19,780,423       944,035,577

左の会計処理

資 産 見 返

補 助 金 等

－        

建設仮勘定
預 り 補 助 金 等

補 助 金 等

19,780,423       636,679,577      

支給人員

(－)       

区 分

(－)              

9

注２2,162,649,158

761,444,061      

農業経営復旧対策特別保証事業交付金

計

－               684,320,333

9,616,182,363

1,247,242,5941,701,330,655    307,356,000

4,820,958,522    

注４

注３

963,816,000

報酬又は給与

農業信用保険事業交付金

退職手当

融資保険基盤強化事業交付金 89,000,000       －               －               89,000,000

農業信用保険事業交付金 －        

－        307,356,000

－               24,667,821       4,796,290,701農業経営復旧・復興対策特別保証事業交付金

農業経営復旧・復興対策特別保証事業交付金 636,679,577      －               －               

963,816,000

農業信用保証保険基盤安定事業交付金

家畜飼料費高騰対応農林漁業信用基金交付金

計 －        －        

350,310,432      

1

(－)       

527

337,695

53
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11．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

(1) 現金及び預金

（単位：円）

(2) 前払費用

（単位：円）

(3) 未収収益

（単位：円）

(4) 未収金

（単位：円）

(5) 短期貸付金

（単位：円）

(6) その他の流動資産

（単位：円）

立替金（雇用保険料職員負担分） 876,164 東京労働局

立替金（職員宿舎共益費） 10,396 職員

合 計 886,560

金 額

摘 要

(株)商工組合中央金庫

北海道農業信用基金協会他46協会

摘 要

合 計 24,976,430,000

区 分

区 分 金 額

青森県農業信用基金協会他５協会

長期資金

3,744,370

北海道農業信用基金協会他46協会、５融資機関

地方債 11,377,500

合 計

社債 79,577,015 関西電力(株)他54社

譲渡性預金

合 計

24,656,910,000 北海道農業信用基金協会他46協会

893,485,696

区 分 金 額

役職員通勤手当 1,253,086

コープビル管理会1,580,259

摘 要

10,979,602,490合 計

現金

普通預金

青森県農業信用基金協会他５協会

保険料（平成24年度分）

合 計 2,833,345

金 額 摘 要

共同発行市場公募地方債他５

101,081,468

摘 要

(株)りそな銀行他２行

利付金融債

回収金（平成24年度分） 290,867,277

短期資金 319,520,000

97,015,485

区 分

602,618,419

有価証券利息

1,937,424

区 分 金 額

政府保証債 379,176

貸付金利息 4,065,983

事務室管理料等(平成25年4月分)

区 分

4,062,428

3,555

金 額

19,325

10,979,583,165

摘 要

農林中央金庫他１行

地方公共団体金融機構他２

長期資金 北海道農業信用基金協会他46協会

短期資金
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(7) 預り金

（単位：円）

(8) 未払費用

（単位：円）

7,640,774

437,649

538,069

金 額

職員給与（平成25年３月分時間外勤務手当）

農林水産関係法人健康保険組合他

職員

摘 要

役職員他

事務諸費（平成25年３月分後納郵便料等）

合 計

73,481 役職員社会保険料

摘 要

役職員他

合 計

社会保険料負担金(平成25年３月分健康保険料等) 6,665,056

2,159,536

区 分

4,360,000住民税

所得税

金 額

6,593,017

郵便事業(株)他

区 分
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12．開示すべきセグメント情報

 独立行政法人農林漁業信用基金の農業信用保険業務、林業信用保証業務及び漁業信用保険業務に係る
 財務及び会計に関する省令（平成15年財務省・農林水産省令第５号）第４条第３項の規定により、費用
 及び収益に関する経理について、農業保険業務に係るもの及び農業融資業務に係るものに区分したもの
 は次のとおりである。

独立行政法人農林漁業信用基金 農業信用保険勘定

損益計算書

自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日 （単位：円）
農業保険業務 農業融資業務 合計

経常費用
事業費

保険事業費
保険金 4,627,700,089 －                4,627,700,089 
求償権管理回収助成 27,884,000 －                27,884,000 
支払備金繰入 283,652,579 －                283,652,579 

      事業費合計 4,939,236,668 －                4,939,236,668 
一般管理費

役員報酬 39,135,012 4,836,912 43,971,924 
職員給与 238,766,195 29,510,429 268,276,624 
法定福利費 34,844,082 4,306,572 39,150,654 
調査研究費 18,690 2,310 21,000 
保険計算事務費 5,166,842 638,599 5,805,441 
事業推進費 77,686,351 906,493 78,592,844 
業務管理費 5,590,296 690,936 6,281,232 
事務諸費 56,825,560 7,023,384 63,848,944 
賞与引当金繰入 23,177,858 2,864,679 26,042,537 
退職給付引当金繰入 90,757,723 11,217,247 101,974,970 
減価償却費 42,021,670 5,193,689 47,215,359 

      一般管理費合計 613,990,279 67,191,250 681,181,529 
財務費用

支払利息 172,241 21,288 193,529 
有価証券売却損 39,015,000 －                39,015,000 

     財務費用計 39,187,241 21,288 39,208,529 
雑損 －                －                －                
経常費用合計 5,592,414,188 67,212,538 5,659,626,726 

経常収益
事業収入

保険事業収入
保険料収入 3,531,858,407 －                3,531,858,407 
回収金収入 2,908,258,020 －                2,908,258,020 
政府事業交付金収入 1,156,202,737 －                1,156,202,737 
責任準備金戻入 194,634,363 －                194,634,363 

貸付事業収入
貸付金利息 －                11,899,743 11,899,743 

      事業収入合計 7,790,953,527 11,899,743 7,802,853,270 
財務収益

受取利息 1,133,293 118,965 1,252,258 
有価証券利息 520,761,626 25,615,022 546,376,648 
財務収益合計 521,894,919 25,733,987 547,628,906 

雑益 5,898,738 729,058 6,627,796 
経常収益合計 8,318,747,184 38,362,788 8,357,109,972 

経常利益又は経常損失（△） 2,726,332,996 △ 28,849,750 2,697,483,246 

臨時損失

固定資産除却損 351,330 43,423 394,753 

臨時損失合計 351,330 43,423 394,753 

当期純利益又は当期純損失（△） 2,725,981,666 △ 28,893,173 2,697,088,493 
当期総利益又は当期総損失（△） 2,725,981,666 △ 28,893,173 2,697,088,493 

（注）１．農業保険業務及び農業融資業務に帰属する総資産は、以下のとおりであります。
農業保険業務 54,658,119,756円、  農業融資業務 50,551,184,899円

２．国民一人当たりのセグメント費用は、農業保険業務 43.7円、農業融資業務 0.5円であります。
※平成22年国勢調査の確定人口 128,057,352人（平成23年10月27日官報告示）を用いて算出

３．セグメント別の引当外退職給付増加見積額は、農業保険業務 2,263,611円、農業融資業務
 279,772円であります。
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